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リカ圏に 88814 人，アジア圏に 76656 人が在職する。この中で殊にアジア圏の従業員の増
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ルは，新技術対応にも柔軟な姿勢を示している。 
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を占める若い世代向けの e ラーニングを導入したり，教育時間として 2013 年度に平均 510
万時間を投入し，1 人当り教育時間は 16.6 時間に達した。ここでは，現在及び将来の幹部
の育成に重点を置いている。従業員 1人当り平均教育時間は 2010年度の 17.4時間の効率化
が明らかとなった。 











 第二のパターンは，読み書きが困難な従業員向けにエボル・プロ計画（Evolu Pro Projet）
の立ち上げで，2008 年度以降，905 人がこの計画から利益を得た。2013 年度末からサイト
でこの教育を開始した。責任と自治を組織文化の中核に位置づけるカルフールにおいて，
これを遂行する経営能力を育成することは重要な課題でもあるのだ。カルフール・ブラジ
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